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1．はじめに

国土交通省では，建設事業に使用される主要な建設資材の年間需

要量の見通しを公表することにより，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑な建設事業の推進に資することを目的として，昭和 51 年

度より「主要建設資材需要見通し」を毎年公表している。

本稿では，平成 29 年 7 月 7 日に公表した「平成 29 年度主要建設

資材需要見通し」の概要を報告する。

2．対象建設資材

平成 29 年度主要建設資材需要見通しでは，「①セメント」「②生

コンクリート」「③骨材，砕石」「④木材」「⑤普通鋼鋼材，形鋼，

小形棒鋼」および「⑥アスファルト」の 6 資材 9 品目を対象とし，

需要見通しを推計・公表している。

3．需要見通しの推計方法

平成 29 年度の主要建設資材の需要見通しは，「平成 29 年度建設

投資見通し（国土交通省　総合政策局　情報政策課　建設経済統計

調査室　平成 29 年 6 月 30 日公表）」の建築（住宅，非住宅），土木

（政府，民間）等の項目ごとの建設投資見通し（実質値）に，建設

資材ごとの原単位（工事費 100 万円当たりの建設資材需要量）を乗

じ，さらに各建設資材の需要実績等を考慮して，平成 29 年度の主

要な建設資材の国内需要の推計を行った。

4．平成 29年度主要建設資材需要見通し

（1）概況（平成 28年度および平成 29年度）

平成 28 年度の主要建設資材の需要量実績は，同年度の建設投資

見込み（名目値）が前年度比 3.2％の増加で，うち土木部門は 0.9％

の減少となったものの建築部門は 6.8％の増加となり，平成 27 年度

の実績値と比べて木材，普通鋼鋼材，形鋼が増加となり，セメント，

生コンクリート，骨材，小形棒鋼，アスファルトが減少となった。

平成 29 年度の主要建設資材の需要見通しは，同年度の建設投資

見通し（名目値）が前年度比 4.7％の増加で，うち建築部門は 3.5％

の増加，土木部門は 6.3％の増加と見通されていることから，全て

の資材において昨年度実績値と比べて増加と見通される。

平成 29 年度主要建設資材需要見通しは，図─ 1 および表─ 1 の

とおりである。

（2）主要建設資材の需要見通し

①セメント，②生コンクリート

平成 28 年度における需要量実績は，セメントが前年度比 2.1％減

少の 4,178 万 t，生コンクリートが前年度比 3.6％減少の 8,391 万 m3

であった。平成 29 年度については，セメントが前年度比 2.9％増加

の 4,300 万 t，生コンクリートが前年度比 1.3％増加の 8,500 万 m3

と見通される。

③骨材，砕石

平成 28 年度における需要量実績は，骨材が前年度比 2.8％減少の

23,258 万 m3，砕石が前年度比 2.8％減少の 11,366 万 m3 となると推

図─ 1　平成 29年度主要建設資材需要見通し
（注）棒グラフは，平成 28 年度の実績値（骨材・砕石・普通鋼鋼材・形鋼は推計値）と平成 29 年度見通し値との対比です。
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計される。平成 29 年度については，骨材が前年度比 4.1％増加の

24,200万m3，砕石が前年度比2.9％増加の11,700万m3 と見通される。

④木材

平成 28 年度における需要量実績は，前年度比 0.1％減少の 921 万

m3 であった。平成 29 年度については，前年度比 2.0％増加の 940

万 m3 と見通される。

⑤普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼

平成 28 年度における需要量実績は，普通鋼鋼材が前年度比 3.0％

増加の 2,049 万 t，うち形鋼が前年度比 4.4％増加の 468 万 t，小形

棒鋼は前年度比 6.4％減少の 721 万 t となると推計される。平成 29

年度については，普通鋼鋼材が前年度比 4.9％増加の 2,150 万 t，う

ち形鋼が 4.8％増加の 490 万 t，小形棒鋼が 4.1％増加の 750 万 t と

見通される。

⑥アスファルト

平成 28 年度における需要量実績は，前年度比 1.3％減少の 127 万 t

であった。平成 29 年度については，前年度比 2.3％増加の 130 万 t

と見通される。

5．主要建設資材需要量の推移

主要建設資材の国内需要量推移を表─ 2 および図─ 2 に示す。

各主要建設資材の需要量実績，需要見通しの対象は，次の（1）～（8）

のとおりである。

（1）セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーからの輸入量を加えた

販売等の量を対象としている。「内需量」＝「国内販売量」＋「輸

入量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，（一社）

セメント協会の「セメント需給実績」の値を用いている。

（2）生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場の出荷量とその他

の工場の推定出荷量とを加えた出荷量を対象としている。「出荷量」

＝「組合員工場出荷量」＋「その他工場推定出荷量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，全国

生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会の「出荷実績の推

移」の値を用いている。

（3）骨材

国内における供給量を対象としており，輸入骨材も含んでいる。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，経済

産業省の「骨材需給表」をもとに算出した値である。平成 28 年度

は推計値で，経済産業省の「砕石等統計年報」「砕石等統計四半期報」

「骨材需給表」をもとに算出した値である。

（4）砕石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，経済

表─ 1　主要建設資材の需要量実績値および推計値

資材名称 単　位
需　　要　　量 伸　び　率

H27 年度
実績値

H28 年度
実績値

H29 年度
見通し

28/27 29/28

セメント 万 t 4,267 4,178 4,300 － 2.1％ 2.9％
生コンクリート 万 m3 8,708 8,391 8,500 － 3.6％ 1.3％
骨　材 〃 23,938 23,258 24,200 － 2.8％ 4.1％

砕　石 〃 11,697 11,366 11,700 － 2.8％ 2.9％
木　材 〃 920 921 940 0.1％ 2.0％
普通鋼鋼材 万 t 1,990 2,049 2,150 3.0％ 4.9％

形　鋼 〃 448 468 490 4.4％ 4.8％
小形棒鋼 〃 770 721 750 － 6.4％ 4.1％

アスファルト 〃 129 127 130 － 1.3％ 2.3％
（注）1．‌�本見通しは，「平成 29 年度建設投資見通し（国土交通省　総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室　平成 29 年 6

月 30 日公表）」をもとに推計したものである。
　　 2．‌�各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨材は〔供給量〕，

普通鋼鋼材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは〔建設向け等内需量〕。
　　 3．‌�本見通しの有効数字は，セメントは〔100 万 t〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔100 万 m3〕，木材は〔25 万

m3〕，普通鋼鋼材，形鋼および小形棒鋼は〔10 万 t〕，アスファルトは〔5 万 t〕。
　　 4．‌�平成 28 年度需要量のうち，骨材，普通鋼鋼材，形鋼は推計値を使用しているため，見込み値（イタリック体）。
  　　 　その他の資材については実績値。
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産業省の「砕石等統計年報」「砕石等統計四半期報」をもとに算出

した値である。

（5）木材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としており，建設向け以外の

量を含んでいる。また，製材用素材として外材を含んでいる。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，農林

水産省「製材統計」の値を用いている。

（6）普通鋼鋼材および形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象としている。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，（一社）

日本鉄鋼連盟の資料の値（国内向け受注総量から国内建設向け受注

量を推計したもの）を用いている。

平成 28 年度は推計値で，（一社）日本鉄鋼連盟の資料の値（国内

向け受注総量から国内建設向け受注量を推計したもの）および国土

交通省「主要建設資材月別需要予測」をもとに算出した値である。

図─ 2　主要建設資材需要量の年度推移
（注）グラフの見方・‌�実線（生コンクリート，骨材，砕石，木材，普通鋼鋼材）については左軸， 点線（セメント，小形棒鋼，形鋼，アスファルト）につい

ては右軸を参照。
・‌�平成 28 年度の需要量は，骨材，普通鋼鋼材および形鋼については推計値，その他の資材については実績値。
　‌�ただし，木材の平成 22・23 年度実績値には，東日本大震災の影響により，平成 23 年 2 ～ 6 月の岩手県，宮城県および福島県分の出荷

量が含まれていない。
・平成 29 年度の需要量は，見通しの値。

〈出典〉　 　　　　○セメント … （一社）セメント協会（セメント需給実績）
○生コンクリート … 全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会（出荷実績の推移）
○骨材 … 経済産業省 （骨材需給表）
○砕石 … 経済産業省 （砕石等統計年報，砕石等統計四半期報）
○木材 … 農林水産省 （製材統計）
○普通鋼鋼材…（一社）日本鉄鋼連盟資料
○形鋼…（一社）日本鉄鋼連盟資料
○小形棒鋼…経済産業省「鉄鋼需給動態統計調査」
○アスファルト…石油連盟資料（石油アスファルト統計月報）
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（7）小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建設向け出荷量を対

象としている。ただし，海外メーカーからの輸入量は含まれていない。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，経済

産業省「鉄鋼需給動態統計調査」の値を用いて算出している。

（8）アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファルト内需量のうち，燃

焼用および工業用を除いた国内建設向け等内需量を対象としている。

「建設向け等内需量」＝「国内建設向け内需量」＋「建設向け輸入量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，石油

連盟の「石油アスファルト統計月報」の値を用いている。

6．おわりに

「主要建設資材需要見通し」は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）　で公表しているので参照されたい。（http://

www.mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html）
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2010 年 102,466 69,436 11,355 58,182 22,101 5,472 5,459 71,057 31,408 107,613 106,112
2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059
2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5247 3,309 98,626 48,366 151,269 10,310

2016 年� 7 月 9,061 6,800 1,179 5,622 1,874 276 110 6,169 2,891 146,252 9,138
8 月 10,444 6,552 1,178 5,374 3,135 375 382 6,439 4,005 147,613 9,886
9 月 16,699 9,766 1,619 8,146 6,810 510 －387 10,458 6,241 151,671 12,624

10 月 10,084 7,069 1,071 5,998 2,266 376 373 6,792 3,291 151,397 9,684
11 月 9,445 7,227 1,581 5,646 1,654 394 171 6,838 2,608 151,269 10,310
12 月 15,004 10,262 1,835 8,427 3,609 423 710 10,751 4,253 153,050 13,787

2017 年� 1 月 9,177 6,865 1,181 5,683 1,727 391 194 6,526 2,651 152,200 9,298
2 月 10,468 6,785 1,638 5,147 3,044 396 243 6,717 3,750 152,452 10,560
3 月 23,672 15,598 2,562 13,036 6,815 500 759 15,074 8,598 156,805 17,212
4 月 9,819 6,468 1,375 5,092 2,442 405 505 6,586 3,233 157,721 8,111
5 月 10,970 7,014 1,613 5,401 3,075 364 517 6,896 4,074 158,899 9,766
6 月 13,289 8,796 1,424 7,371 3,779 510 205 8,527 4,761 159,386 12,772
7 月 10,407 7,374 1,477 5,898 2,471 402 160 7,487 2,920 - -

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 16 年
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 17 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月

総　     　 額 15,342 19,520 17,343 17,152 18,346 17,416 17,478 1,289 1,337 1,469 1,460 1,541 1,880 1,433 2,024 2,196 1,851 1,485 2,067 1,674
海 外 需 要 11,904 15,163 12,357 10,682 11,949 10,712 10,875 763 772 826 915 995 1,252 866 1,384 1,199 1,284 1,039 1,484 1,189
海外需要を除く 3,438 4,357 4,986 6,470 6,397 6,704 6,603 526 565 643 545 546 628 567 640 997 567 446 583 485

（注）2010 ～ 2012 年は年平均で，2013 ～ 2016 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2016 年 7 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査




